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スーパーバランス（毎月分配型）

ファンドの概要
当概要は、投資信託説明書（交付目論見書）の証券情報、ファンド情報などを要約したものです。詳細は本文の
該当箇所をご覧ください。

追加型株式投資信託

スーパーバランス（毎月分配型）
愛称：やじろべえ

基 本 的 性 格 追加型株式投資信託

運 用 の 基 本 方 針 日本を含む世界の6資産に分散投資を行い、安定的な配当等収益の確保とともに信託
財産の中長期的な成長を目指します。

主 な 投 資 対 象 日本を含む世界の債券、株式およびリート（不動産投資信託）に分散投資します。

主 な 投 資 制 限 投資信託証券への投資割合には制限を設けません。
外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。

価 額 変 動 リ ス ク 株式、公社債およびリートなど値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動しま
す。したがって、元本が保証されているものではありません。

信 託 期 間 無期限です。

信 託 報 酬 純資産総額に対して年1.365％（税抜1.30％）

収 益 分 配
毎月9日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、5営業日目からお支払いいたし
ます。なお、分配金再投資コースにてお申込みの場合は決算日の翌営業日に自動
的に再投資されます。

お 申 込 単 位 販売会社により異なります。
詳しくは、販売会社もしくは下記委託会社までお問い合わせください。

お 申 込 手 数 料 販売会社により異なります。
詳しくは、販売会社もしくは下記委託会社までお問い合わせください。

お 申 込 価 額 お申込受付日の翌営業日の基準価額（当初1口＝1円）

ご 換 金 単 位 販売会社により異なります。
詳しくは、販売会社もしくは下記委託会社までお問い合わせください。

ご 換 金 手 数 料 無手数料です。

ご 換 金 価 額 ご換金（解約）受付日の翌営業日の基準価額から、信託財産留保額（翌営業日の基準
価額の0.3％）を控除した額（解約価額）となります。

販 売 会 社 下記委託会社にてご照会いただけます。

基 準 価 額 販売会社または下記委託会社にてご照会いただけます。

★ファンドに関するお問い合わせ窓口
明治ドレスナー・アセットマネジメント株式会社
電話番号：03－5469－2946（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）
ホームページアドレス：（http：//www.mdam.co.jp）
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ファンドの特色

1.
日本を含む世界の6資産【国内外の債券、株式およびリート（不動産投資信託）】
へ分散投資を行うことにより、リスクの低減を図ったバランス運用を行います。
安定的な配当等収益の確保とともに信託財産の中長期的な成長を目指します。

世界の6資産に分散投資

●運用に際して、マザーファンドを活用します。

●外貨建資産に対する為替ヘッジは原則として行いません。

●運用にあたって、りそな信託銀行から資産配分をはじめ長期資産運用で培ったノウハウに基づく助言ならびに
情報提供を受けます。

●「分散投資」とは値動きの異なる複数の資産を組み合
わせてリスク分散させる投資方法を言います。また、
「分散投資」には「投資資産の分散」、「通貨の分散」、
「銘柄の分散」などがあります。

●世界の6資産（国内外の債券、株式、リート）に分散投
資をすることによって、収益機会の多様化を図ります。

●経済金融情勢の動向等の分析に基づくアセット・アロ
ケーション（資産配分）戦略により、リスクの低減を図っ
たバランス型運用を行います。

※りそな信託銀行は、資産運用の分野で豊富な実績を有しております。特に、年金資産の
運用においては、総勢約155名超にのぼる運用スタッフにより、お客さまの多様なニーズ
に応じた効率的な資産運用を行っています。2006年11月末のりそな信託銀行の年金資産
運用残高は6兆4000億円を超え、企業年金のリーディングバンクとしての実績を残してい
ます。

※基本組入比率および変動レンジは、今後の経済・金融情勢動向
により見直す場合があります。

＜アセットアロケーション＞

資産

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

内外リート

キャッシュ

基本組入比率

10％

30％

30％

10％

20％

0％

変動レンジ

3％～17％

23％～37％

23％～37％

3％～17％

18％～22％

0％～ 7％

「ファンドの通貨別配分」 「ファンドの資産別配分」 

外国リート 
18.8％ 

国内 
債券 
8.5％ 

国内リート 
0.9％ 

外国債券 
26.7％ 

国内株式 
32.4％ 外国株式 

12.8％ 米ドル 
22.5％ 

その他 
欧州圏 
6.0％ 

ユーロ 
22.4％ 日本円 

41.8％ 
その他ドル圏 
7.3％ 

※国内債券には短期資産等を含みます。
※上記円グラフは2006年12月11日現在のポートフォリオです。あくまでも資料作成時点において想定しているものであって、今後予告なく変更されること
があります。
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各資産の運用について
●投資対象資産の運用については、各資産の特長を活かしたポートフォリオとします。

・国内債券⇒安定性⇒信用力・流動性を考慮した国債中心の運用

・国内株式⇒成長性⇒TOPIX（東証株価指数）＋アルファを目指す運用

・外国債券⇒安定性・好利回り⇒先進国の国債中心の運用
※シティグループ世界国債インデックス（除く日本）の採用国を主な投資対象国とします。

・外国株式⇒成長性・好配当利回り⇒先進国の好配当銘柄に注目した運用
※MSCI-KOKUSAIインデックスの採用国を主な投資対象国とします。

・内外リート⇒好利回り⇒インデックス運用

●外貨建資産に対する為替ヘッジは原則として行いません。

国内外のリートについて
●市場の規模や配当金の利回り水準などを考慮し、日本を含む世界のリートを対象に基本組入比率を設定し、ポ
ートフォリオを構築します。

※上記グラフは2006年12月11日現在のポートフォリオです。あくまでも資料作成時点において想定しているものであって、今後予告なく変更されることがあります。
※「複合」とは、小売・オフィス・住宅等、複数の施設を組合わせたものです。
※資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

※上記円グラフは2006年12月11日現在のポートフォリオです。あくまでも資料作成時点において想定しているものであって、今後予告なく変更されることがあります。

データ期間：1996年4月1日～2006年3月31日までの過去10年間および2006年11月30日まで 

国内債券＝ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩ総合 

国内株式＝ＴＯＰＩＸ（東証株価指数） 

外国債券＝シティグループ世界国債インデックス（除く日本、円ベース・ヘッジなし） 

外国株式＝ＭＳＣＩ-ＫＯＫＵＳＡＩ（税引き前配当込、円換算値） 

内外リート＝Ｓ＆Ｐ シティグループ・グローバル　ＲＥＩＴ インデックス 
　　　　　　　 （含む日本、円換算値） 

合成BM（ベンチマーク）＝下記の資産の組合せで投資した場合の合成インデックス 

国内債券（ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩ総合）： 10％　 
国内株式（ＴＯＰＩＸ）： 30％　 
外国債券（シティグループ世界国債インデックス（除く日本、円ベース・ヘッジなし））： 30％　 
外国株式（ＭＳＣＩ-ＫＯＫＵＳＡＩ（税引き前配当込、円換算値））： 10％　 
内外リート（Ｓ＆Ｐ　シティグループ・グローバル　ＲＥＩＴ　インデックス（含む日本、円換算値））： 20％ 

上記の表は分散投資の効果を示すために用いたものであり、当ファンドの運用成果を示すものではありません。また、将来の運用成果をお約束するものではありません。ＮＯＭＵＲＡ-ＢＰＩ総
合、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数）シティグループ世界国債インデックス（除く日本、円ベース・ヘッジなし）、ＭＳＣＩ-ＫＯＫＵＳＡＩ（税引き前配当込）、Ｓ＆Ｐ シティグループ・グローバル ＲＥＩＴ インデッ
クス（含む日本）に関する著作権など知的財産権、その他一切の権利はそれぞれ野村證券株式会社、株式会社東京証券取引所、シティグループ・グローバル・マーケッツ・インク、モルガンスタ
ンレー・キャピタル・インターナショナル社、ザ・マグロウヒル社の1部門であるスタンダード・アンド・プアーズに帰属します。また、各社は当ファンドの運用成果に関して、一切責任はありません。 

資産別ベンチマークの年度別騰落率順位                  （単位：％） 
年度 
順位 

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006.4.1～ 
2006.11.30

1

2

3

4

5

6

内外リート 

48.0
内外リート 

21.0

内外リート 

-22.5

内外リート 

-12.0

内外リート 

42.4
内外リート 

32.6

内外リート 

-7.5

内外リート 

33.2

内外リート 

14.4
内外リート 

44.6

内外リート 

21.2
外国株式 

40.4

外国株式 

50.1
外国株式 

2.9
外国株式 

5.1

外国株式 

-10.5

外国株式 

5.7

外国株式 

-31.8

外国株式 

25.0

外国株式 

14.4
外国株式 

27.4

外国株式 

11.7
外国債券 

20.0
外国債券 

15.5
外国債券 

-3.6

外国債券 

-17.9

外国債券 

26.3
外国債券 

8.4

外国債券 

15.5

外国債券 

0.2

外国債券 

11.3

外国債券 

7.7

外国債券 

8.5
合成BM 

13.5
合成BM 

11.3
合成BM 

-4.3

合成BM 

1.8

合成BM 

5.8
合成BM 

3.9
合成BM 

-8.6
合成BM 

22.7
合成BM 

8.2
合成BM 

26.7
合成BM 

5.6
国内債券 

6.7
国内債券 

4.7

国内債券 

2.9

国内債券 

2.1
国内債券 

4.7
国内債券 

1.0

国内債券 

4.3

国内債券 

-1.7

国内債券 

2.1
国内債券 

-1.4

国内債券 

1.4
国内株式 

-16.1
国内株式 

-8.9

国内株式 

1.2

国内株式 

34.6

国内株式 

-25.1
国内株式 

-17.0

国内株式 

-25.7

国内株式 

49.7

国内株式 

0.3

国内株式 

46.2

国内株式 

-7.2

国際分散投資の効果 

外国債券組入銘柄の格付け構成 外国株式の地域配分構成 

北米29.4％ 
欧州60.5％ 

アジア・オセアニア 

10.2％ 

Aaa85.2％ 

A1.0％ 
Aa13.8％ 

リート地域配分構成 リート業種配分構成 

0

80
70
60
50
40
30
20
10

アメリカ オーストラリア 欧州 日本 その他 

65.4%

19.5%

8.2% 4.5% 2.5%

0

35

30

25

20

15

10

5

小売 複合 オフィス 住宅 その他 

30.7%

19.3% 18.4%
14.5%

17.1%
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ファンドのリスク
ファンドは、株式、公社債およびリートなど値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、金融機関
の預金等と異なり元本が保証されているものではありません。また、ファンドの信託財産に生じた利益および損失は、すべて投
資家に帰属します。なお、ファンドが有する主なリスクは、以下の通りです。

A株価変動リスク
株式の価格は、政治・経済情勢、金融情勢・金利変動等の影響を受けて変動します。また、発行体の企業の事業活動や
財務状況の変化もしくは変化に対する期待・見込みによって変動します。保有する株式の価格の下落は、ファンドの基準
価額を下げる要因となります。

B為替変動リスク
外貨建資産への投資は、国内資産に投資する場合の通常のリスクのほかに、為替変動による影響を受けます。為替の
変動（円高）は、ファンドの基準価額を下げる要因となります。

Cリートの主なリスク
1．賃料の値上げ・値下げ、入居率（空室率）の増減はリートの収益に大きな影響を与えます。
2．自然災害等によって保有不動産に大きな損害等が生じた場合等、リートの価格は大きく変動することも予想されます。
また、不動産の老朽化や立地環境の変化等によっても、リートの価格は変動することもあります。

3．リートに関する法律（税制度、会計制度等）が変更となった場合、保有不動産を取り巻く規制（建築規制、環境規制
等）に変更があった場合など、リートの価格や配当に影響を与えることが想定されます。

D金利変動リスク
公社債の価格は、金融情勢・金利変動等の影響を受けて変動します。金利変動等による債券価格の下落は、ファンドの
基準価額を下げる要因となります。

E信用リスク
公社債およびコマーシャル・ペーパー等短期金融商品については、発行体が、経営不振、倒産、その他の理由により、債
務不履行となる可能性があります。実際に債務不履行となった場合などは、ファンドは保有する公社債等の価格変動に
よって重大な損失を生じることがあります。

Fカントリーリスク
投資対象国の経済や政治等の不安定性に伴う有価証券市場の混乱により当該投資国に投資した資産の価値が
大きく下落することがあります。

G流動性リスク
有価証券を売買しようとする際、需要または供給がないため、有価証券を希望する時期に、希望する価格で、希望する数
量を売買できなくなることがあります。ファンドが保有する資産の市場における流動性が低くなった場合、ファンドに重大な
損失を生じることがあります。

2.
毎月（原則9日）決算をし、「収益分配方針」に基づき分配を行います。
原則として、安定した分配を継続的に行うことを目指します。

●分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子・配当収入および売買益（評価益を含みます）等の
全額とします。

●安定した分配を継続的に行うことを目指すとともに、6月と12月の決算時には、基準価額水準を勘案して、売買
益（評価益）等を中心にした分配を行うことを目指します。

「やじろべえ」の収益分配イメージ 
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

毎月9日に決算 毎月9日に決算 
※上記はイメージであり、将来を保証あるいは予測するものではありません。 
※分配対象額が少額の場合には、分配を行わないことがあります。 
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ご投資の手引きQ＆A

いつ申込みができますか？

原則として、いつでもお申込みいただけます。なお、お申込受付時間は午後3時まで（年末年始など本邦
証券取引所が半日取引の場合は午前11時まで）とさせていただきます。この時刻を過ぎてのお申込みは、
翌営業日の受付けとなります。

Q1Q1

どこで申込みができますか？

販売会社の本支店でお申込みいただけます。Q2Q2
いくらから申込みができますか？

お申込単位は、販売会社により異なります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
お申込みには、収益分配毎に分配金を受取る「一般コース（分配金受取りコース）」と分配金を自動的
に再投資する「累投コース（分配金再投資コース）」があります。なお、販売会社によりどちらか一方の取
扱いとなる場合があります。分配金の受取方法を途中で変更することはできません。お申込価額は、お申
込受付日の翌営業日の基準価額となります。
なお、「累投コース（分配金再投資コース）」の場合でも定期引出契約（名称が異なる場合があります。）
を締結することにより、分配金を受取ることができる場合があります。

Q3Q3

申込手数料はかかりますか？

2.1％（税抜2.0％）を上限として各販売会社が別途定める料率を乗じて得た額となります。ただし、「累投
コース（分配金再投資コース）」において分配金を再投資する場合には手数料はかかりません。（「税抜」
における税とは、消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）相当額をいいます。以下同
じ。）
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

Q4Q4

いつ換金ができますか？

原則として、いつでもご換金をお申込みいただけます。ご換金の単位は販売会社により異なります。詳しく
は、販売会社にお問い合わせください。なお、お申込受付時間は午後3時まで（年末年始など本邦証券
取引所が半日取引の場合は午前11時まで）とさせていただきます。この時刻を過ぎてのお申込みは、翌営
業日の受付けとなります。

Q5Q5

換金の手取り額はどうなりますか？

ご換金価額は、解約価額（ご換金のお申込受付日の翌営業日の基準価額から当該基準価額の0.3％の
信託財産留保額を差し引いた額）となります。ご換金時（解約請求制）のお手取り額は、解約価額から所得
税および地方税（解約価額が受益者の個別元本を上回る場合のみ。法人の受益者の場合、地方税の源
泉徴収はありません。）を差し引いた額にご換金口数を乗じた額となります。解約代金は原則として受付日
から起算して5営業日目からお支払いいたします。

Q6Q6
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運用の経過を知ることはできますか？

6カ月毎（5月および11月）に、期間中の運用経過のほか信託財産の内容、有価証券の売買状況などを記
載した「運用報告書」を作成いたします。販売会社を通じて、信託財産にかかる知られたる受益者に対し
て交付します。
また、委託会社のホームページにも月次および週次のレポートを掲載しております。

Q8Q8

信託期間はいつまでですか？

信託期間は、無期限です。
ただし、解約等により残存受益権口数が10億口を下回った場合その他やむを得ない事情が発生した時
は、受託会社と合意のうえ、信託を終了させる場合があります。償還金のお手取り額は、償還価額から所
得税および地方税（償還価額が受益者の個別元本を上回る場合のみ。法人の受益者の場合、地方税
の源泉徴収はありません。）を差し引いた額となります。
償還金は、原則として償還日から起算して5営業日以内からお支払いいたします。

Q9Q9

基準価額を知ることはできますか？

日々 の基準価額は、販売会社または委託会社に問い合わせることにより知ることができます。委託会社の
ホームページにてご覧になることもできます。また、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊に掲載
されます。Q7Q7
明治ドレスナー・アセットマネジメント株式会社
電話番号：03－5469－2946（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）ホームページアドレス：（http://www.mdam.co.jp）
モバイルサービス（携帯）http://www.mdam.co.jp/mobile/

委託会社のお問い合わせ窓口

収益分配金の受取りはどうなりますか？

毎月9日（9日が休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて収益の分配を行いま
す。
収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「特別分配金」があります。普通分
配金には所得税および地方税が課税されます。（法人の受益者の場合、地方税の源泉徴収はありません。）
●分配金落ち後の基準価額が受益者の個別元本と同額もしくは上回っている場合、収益分配金はすべ
て普通分配金となります。
●分配金落ち後の基準価額が受益者の個別元本を下回っている場合、その下回る部分に相当する額
が特別分配金となり、残りは普通分配金となります。

＜一般コース（分配金受取りコース）の場合＞

原則として決算日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

＜累投コース（分配金再投資コース）の場合＞

原則として税金を差し引いた後、決算日の基準価額で翌営業日に自動的に無手数料で再投資されま
す。なお、定期引出契約（販売会社により名称が異なります。）を結ぶことにより、分配金を受取ることが
できる場合があります。

Q10Q10
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個別元本とはどういうものですか？

受益者毎の信託時の受益権の価額等（申込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等相当額
は含まれません。）がその受益者の個別元本です。同一のファンドを複数回取得した場合は、原則としてそ
のつど加重平均して算出されます。また、受益者が非課税扱いの特別分配金を受け取った場合は、元
本の一部払戻しに相当しますので、その特別分配金を控除した額がその後の当該受益者の個別元本と
なります。
受益者が収益分配金を受取る際、
A当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の場合または当該受益者の個
別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となります。（下図Aご参照）

B当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合で、さらに収益
分配金落ち後の基準価額と収益分配金の合計が当該受益者の個別元本を下回っている場合に
は、分配金の全額が特別分配金となります。（下図Bご参照）

C当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合で、さらに収益
分配金落ち後の基準価額と収益分配金の合計が当該受益者の個別元本を上回っている場合に
は、その下回った部分の分配金が特別分配金となり、当該収益分配金から当該特別分配金を控除
した額が普通分配金となります。（下図Cご参照）

≪収益分配金の課税と個別元本のイメージ≫

Q11Q11 A収益分配金が全額普通分配金になる場合 

B収益分配金が全額特別分配金になる場合 

←修正なし 

←受取った特別分配金の 
　額だけ控除 

※上記はあくまでもイメージであり、当ファンドの収益分配を約束するものではありません。 

受益者の 
個別元本 

分配後の 
受益者の 
個別元本 

分配落ち後 
の基準価額 

収益分配金 全額が普通分配金（課税対象） 

受益者の 
個別元本 

分配後の 
受益者の 
個別元本 

分配落ち後 
の基準価額 

収益分配金 全額が特別分配金 
（非課税） 

←受取った特別分配金の 
　額だけ控除 分配後の 

受益者の 
個別元本 

C収益分配金が普通分配金と特別分配金に分かれる場合 

受益者の 
個別元本 分配落ち後 

の基準価額 

収益分配金 
特別分配金（非課税） 

普通分配金（課税対象） 

税制はどのようになりますか？

平成16年1月1日から平成21年3月31日までの間、個人の受益者の受取られた収益分配金、一部解約・
償還差益については、10％（所得税7％、地方税3％）の源泉徴収のみで申告は不要となります。また、確
定申告により総合課税の選択もできます。一部解約時および償還時の損失については、確定申告により
株式等の売買益と通算が可能となります。
詳しくは、販売会社にお問合せください。
※なお、税法が改正等の場合には、上記内容が変更になることがあります。

Q12Q12
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費用および税金
■お申込み時や収益分配時等にご負担いただく費用・税金

時 期 項 目 費 用 ・ 税 金

購 入 時

収 益 分 配 時

換 金 時

（解約請求制）

償 還 時

申 込 手 数 料

所得税及び地方税

換 金 手 数 料

信 託 財 産 留 保 額

所得税及び地方税

所得税及び地方税

2.1％（税抜2.0％）を上限として各販売会社が別途定める料率

普通分配金に対し ……………………………………10％

ありません。

翌営業日の基準価額の………………………………0.3％

解約価額の受益者毎の個別元本超過額の …………10％

償還価額の受益者毎の個別元本超過額の …………10％

※平成16年1月1日から平成21年3月31日までの間、収益分配金、解約・償還差益については、10％（所得税7％、地方税3％）の源泉徴収となります。（法
人の場合は地方税の源泉徴収はありません。）

●申込手数料については、償還乗換優遇制度が適用される場合があります。
●税法が改正等の場合には、上記の内容が変更になることがあります。

■信託財産で間接的にご負担いただく費用・税金

■その他の費用・税金

時 期 項 目 費 用 ・ 税 金

毎 日

信 託 報 酬

信託報酬
の 配 分

監 査 費 用

純資産総額に対して …………………………年1.365％（税抜1.30％）

純資産総額に応じて

委託会社

販売会社

受託会社

200億円未満

年0.5775％
（税抜0.55％）

年0.6825％
（税抜0.65％）

年0.105％
（税抜0.10％）

200億円以上
500億円未満

年0.5250％
（税抜0.50％）

年0.7350％
（税抜0.70％）

年0.105％
（税抜0.10％）

500億円以上
1000億円未満

年0.4725％
（税抜0.45％）

年0.7875％
（税抜0.75％）

年0.105％
（税抜0.10％）

1000億円以上

年0.4200％
（税抜0.40％）

年0.8400％
（税抜0.80％）

年0.105％
（税抜0.10％）

純資産総額に対して ……………………年0.00525％（税抜0.005％）

●信託報酬・監査費用は、ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に上記の率をかけた額が
かかります。毎計算期間末または信託終了時に信託財産から支払われます。
●委託会社の受取る信託報酬には投資顧問報酬が含まれています。当該投資顧問報酬は委託会社の受取る
配分額に35％を乗じて得た額とします。

●ファンドの組入有価証券の売買時の売買委託手数料および当該手数料にかかる消費税等相当額ならびに
先物・オプション取引に要する費用、信託財産に属する資産を外国で保管する場合の費用等は、受益者の負
担とし、ファンドの信託財産中から支弁するものとします。
●信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託会社の立替えた立替金の利息は、受
益者の負担とし、ファンドの信託財産中から支弁します。
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